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総務省行政効率化推進計画 

 

１． 公用車の効率化 

 （これまでの取組） 

○ 省庁再編後４台削減。 

○ 幹部用車について一般職員も共用で活用し効率的に運用。 

○ 職員運転手の退職後の不補充。 

○ 運転業務の民間委託の推進。 

○ 低公害車への切り替え、アイドリングストップの励行等による燃料

費の削減。 

○ 自転車の導入により、公用車の使用削減。 

 

（今後の取組計画） 

○ これまでの効率化への取組を引き続き実施するとともに、職員運転

手の雇用問題等に留意しつつ、使用形態の効率化等により、平成２

５年度までに７台を削減する。職員運転手については、原則、退職

後不補充の方針を遵守し、仮に補充する場合には、再任用制度を活

用することとする。これらの取組については、３年後に見直しをす

る。なお、所管の独立行政法人等に対しても同様の効率化を進める

よう要請する。（平成２５年度末まで、順次実施。） 

 

２． 公共調達の効率化 

（これまでの取組） 

○ 国庫債務負担行為の活用 

・情報システム開発に関しては、モデル事業の総合的なワンストッ

プサービス整備事業の中で、国庫債務負担行為を活用したシステム

開発を実施。 

○ その他の効率化 

・電子入札・開札システムについては、平成１５年度までに全府省

において運用開始されることとなっていたが、これを前倒し、１４

年１０月から運用。 

・契約の電子化について、平成１５年９月から「政府調達（公共事

業を除く）における契約の電子化のあり方に関する検討会」を開催
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し、諸外国の状況、関連技術の動向、システム上の問題点など、契

約の電子化に係る検討を実施。 

・国の調達に係る競争参加資格については、 従来、資格を得ようと

する省庁全てに申請しなければならなかったが、平成１３年１月か

ら競争参加基準を全省庁で統一し、いずれか１省庁に申請すれば全

省庁で有効な資格を得ることができるようになった。また、同年６

月からは、従来、各省庁個別に提供していた調達情報を統合データ

ベース化し一括して提供を開始（調達総合情報システムの構築）。 

・消耗品の在庫管理を部局単位・各課単位で徹底することにより、

業務の効率化及び経費の削減を図ってきたところ。 

・一部部局において、官報の購読部数を減らすとともに、インター

ネットで官報情報を検索できるサービスを利用することにより、経

費の削減及び事務の効率化に努めた。 

 

（今後の取組計画） 

○ 一般競争入札、公募型指名競争入札等の推進（平成１６年度以降逐

次実施。） 

・公共調達について、適切な入札参加資格を設定するとともに適正

な履行の確保に考慮しつつ、一般競争入札による調達を逐次拡大す

る。 

・一般競争入札による調達の割合（競争入札に付した件数に占める

一般競争入札の割合）を含め、一般競争入札の実施状況を毎年度公

表する。 

・公共調達について、指名競争を行う場合は、公募型指名競争入札

等の受注意欲を反映した指名競争入札の拡大を図るため、公募型指

名競争入札等による割合に関する目標数値を平成１６年末までに定

め、毎年度その実施状況を公表する。 

○ 適切な競争参加資格の設定等（平成１６年度以降逐次実施。） 

・民間部門からの受注実績も一般競争等において競争参加資格にお

ける過去の実績として適切に評価する。 

・調達物の仕様を設定するに当たっては、必要最小限の性能・機能

を定めるにとどめ、限られた業者しか入札に参加することができな

いこととなることのないよう一層徹底する。 



総務省 / 3 

○ 予定価格の適正な設定（平成１６年度以降逐次実施。） 

・取引実例に係る市場調査をインターネットなどを活用し幅広く行

い、予定価格のより適正な設定に努める。 

○ 随意契約の適正な運用等 

・随意契約による場合は、法令の定める要件に合致するかどうかの

確認を引き続き行う。 

・一定金額以上の随意契約について、ホームページにおいて、契約

の相手方、契約金額、随契理由等の公表を引き続き行う。 

○ 落札等及び適切な予定価格設定等（平成１６年度以降逐次実施。） 

・一定金額以上の公共調達（予定価格を含め当該契約に関する情報

を開示することが適当でないと認めたものを除く。）について、落

札率一覧表にして公表する。 

・取引実例に係る市場調査をインターネットなどを活用して幅広く

行い、市場価格を適切に把握して予定価格のより適正な設定に努め

る。 

・参考見積を徴取する場合には、原則として複数の業者から徴取す

るとともに、参考見積をもとに予定価格を作成する場合には、見積

の比較、取引実例との比較等を行い、より適正な予定価格の設定に

努める。 

・調達物の仕様を設定するに当たっては、必要最小限の性能・機能

を定めるにとどめ、限られた業者しか入札に参加できないこととな

ることのないよう一層徹底する。 

・再度入札を繰り返すことは可能な限り避け、落札者がいない場合

にはなるべく再度公告入札を行う。 

○ 国庫債務負担行為の活用（平成１６年度以降も引き続きその活用を

検討。） 

・コピー機、パソコン等の物品について、購入する場合や単年度賃

貸借を行う場合と比較して複数年度のリース契約を行うことに合理

性が認められる場合には、国庫債務負担行為による複数年契約によ

ることとする。 

・単年度でのシステム開発が必要なもの、単年度賃貸借契約の活用

で効率化しているもの等性質上なじまないものを除き、国庫債務負

担行為の活用を検討する。 
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○ ＥＳＣＯ事業導入の検討 

・庁舎の光熱水費を削減するため、他の先進的事例を参考に、ＥＳ

ＣＯ事業導入の検討等を進める。（平成１６年度以降。） 

○ その他の効率化 

・徹底した仕様の見直し・合理化によるコスト削減を図る。（平成

１６年度以降逐次実施。） 

・電話料金の割引制度の活用を引き続き図る。 

・事務用品の一括購入を引き続き推進する。 

・電力供給契約の入札を引き続き実施する。 

・電子入札・開札システムにおいて、事業者のインターネットによ

る、全ての入札公告の入手可能化。（平成１６年９月以降の本格実

施に向け準備。） 

・契約の電子化について、今後は、平成２０年度稼働目標。 

・消耗品の在庫管理については、これまでの取組を着実に実施。 

・官報の購読については、これまでの取組を着実に実施。           

                                      

４．電子政府関係の効率化 

（これまでの取組） 

○ 利用者本位の行政サービスの提供及び簡素で効率的な政府の実現を

目的とする「電子政府構築計画」に基づき以下の取組を実施。 

・最適化計画の策定対象として７２分野の業務・システムを選定し、

取組の中心となる担当府省を決定。（２００４年２月） 

※行政情報の電子的提供業務、電子申請等受付業務、共通システム

（霞が関ＷＡＮ及び政府認証基盤）、苦情・相談対応業務等につい

ては総務省が担当府省。 

・人事・給与等業務・システム最適化計画を策定（２００４年２月） 

・行政ポータルサイトの整備方針を策定（２００４年３月） 

・共通システムの見直し方針を策定（２００４年３月） 

○ 一部部局の関係各課において申請・届出書データの表示、検索や審

査結果等をデータベースへ登録等ができるオンラインシステムを構

築。 

○ 恩給業務の最適化計画の策定に当たって、局内検討体制を整備。（２

００４年４月） 
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○ 電波監理業務においては、最適化計画として「総合無線局監理シス

テム将来計画」を策定し、システムの最適化実現に向けた取組を実

施。 

○ 「e-Japan 戦略Ⅱ加速化パッケージ」（２００４年２月６日ＩＴ戦略

本部）において、国家公務員の給与の全額振込化について、職員の

協力を得つつ推進し、２００５年度末までに、山間・僻地等全額振

込化が困難な地域を除き、各行政機関において原則として１００％

の実施を目指すとされており、当省においても努力してきたところ。 

 

（今後の取組計画） 

○ 行政情報の電子的提供、電子申請等受付に関わるシステムの利便性

の向上及び効率的な整備を図り、インターネットによる行政情報の

提供を充実するとともに、電子政府の総合窓口を活用した手続のワ

ンストップサービスを実施。（行政情報の電子的提供業務・電子申

請等受付業務について２００４年度早期に、業務・システムの見直

し方針を策定予定。） 

○ 行政事務の基盤となる霞が関ＷＡＮ及び政府認証基盤について、シ

ステムの構成面、機能面、技術面からの効率化・合理化を進める観

点から見直しを行い、その最適化に取り組む。（２００４年度末ま

でに、霞が関ＷＡＮ及び政府認証基盤の最適化計画を策定予定。） 

○ 総務省が担当省となっている業務・システムの最適化計画を２００

５年度末までに策定するなど、業務・システムの最適化を推進。（２

００４年度内を目途に業務・システムの「見直し方針」を策定する

とともに、最適化計画策定に着手。２００５年度内に最適化計画を

策定するとともに、引き続き、必要なシステム設計・開発に着手。） 

○ 人事・給与等の内部管理業務について、最適化計画等に基づき実施

する効率化措置や定員削減等の目標を定めた合理化計画を可能な限

り早期に策定する。 

○ 平成１６年度から、一部部局の関係各課において申請・届出書デー

タの表示、検索や審査結果等をデータベースへ登録等ができるオン

ラインシステムの本格的な運用を開始し、利便性の向上を図るとと

もに、必要な拡充を行う。 

○ 恩給業務について、業務の効率化等の観点から見直しを行い、その
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最適化に取り組む。（２００５年度内の出来る限り早期に最適化計

画を策定するとともに、引き続き必要なシステム設計・開発に着手。） 

○ 電波監理業務については、「業務・システム最適化計画策定指針」

を踏まえ、最適化計画の必要な見直しを行う。これに併せて、定員

削減等の目標を定めた合理化計画を策定する。（２００５年度当初

に新システムの運用を開始する予定。） 

○ 国家公務員給与の全額振込化について、職員の協力を得つつ推進し、

山間・僻地等全額振込化が困難な地域を除き、原則として１００％

の実施を目指す。（平成１７年度末まで） 

 

５．アウトソーシング 

（これまでの取組） 

○ 庁舎等の管理業務に関しては、以下のアウトソーシングを実施。 

・中央合同庁舎第２号館：庁舎管理業務。 

・消防庁本庁：情報処理・庁内情報システムの維持管理。 

・消防大学校：庁舎の清掃。庁舎の夜間警備。公用車運転。大規模

災害等訓練施設のマルチメディア施設保守。複写機賃貸・保守管理。

トイレ衛生品レンタルサービス。 

○ 平成１５年度の総務省ＬＡＮの統合後、運営管理について、一元的

に専門の民間運営会社にアウトソーシング。（一般競争入札による

業者選定。） 

○ 公用車については、現在の運転手の退職に伴う分を外部委託するな

ど、運転業務の民間委託の推進。 

○ ＨＰの作成・管理業務を外部委託。 

○ 平成１３年度から一般競争入札により、電話交換業務を民間へ委託。 

○ 現在、統計局の所管する指定統計調査の実施は地方公共団体へ、集

計は独立行政法人統計センターへ外部委託。 

○ 文書発送・接受等業務の効率化を図るため、平成１３年度から同業

務の外部委託を実施。 

○ 公務員宿舎の管理業務については、アウトソーシングを実施済。 

○ （社）日本戦災遺族会に対し、以下の業務をアウトソーシング。 

・全国戦災史実調査の実施 

・戦災に関するビデオの製作・配布 
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・戦災に関する展示会の開催 

・普及啓発資料の作成・配布 

○ 全国の全ての公益法人（約２万６千）及び公益信託（約６００）に

ついて毎年実施している概況調査の結果集計についてアウトソーシ

ング。 

○ 全国の全ての公益法人（約２万６千）について、①最新年度の基礎

的な情報（法人名、住所、電話番号、設立年月日、代表者職名及び

氏名、設立目的、所管官庁、ＵＲＬ等）を蓄積し、これに検索機能

を設け、ホームページ上で一般に公開すること、②公開後は定期的

にメインテナンスを行い、一般からの質問・照会へ対応することを

アウトソーシング。 

○ 全国の全ての公益法人（約２万６千）について、①基礎的な情報（法

人名、住所、電話番号、設立年月日、代表者職名及び氏名、設立目

的、所管官庁、ＵＲＬ等）、②事業及び財務の状況、③指導監督に

関する事項についての情報を複数年度分蓄積し、これに検索機能を

設け、職員が業務上活用できるようなシステムの開発をアウトソー

シング。 

○ 公益法人に関する各種テーマ（法人類型、事業運営、財務運営、会

計基準、内部自治など）についての調査をアウトソーシング。 

○ 「地方公務員制度実態調査」「ストライキ実施状況調査」等の各種

調査票作成を外部に委託。 

 

（今後の取組計画） 

○ 庁舎等の管理業務に関しては、以下のとおり取り組む予定。 

・中央合同庁舎第２号館：新たに必要となる管理業務については、

アウトソーシングを行う予定。 

・消防庁本庁：今後とも外部委託の活用に努める。 

・消防大学校：今後とも外部委託の活用に努める。 

○ 総務省ＬＡＮの運営管理について、引き続き、専門の民間会社にア

ウトソーシング。 

○ 公用車については、これまでの効率化への取り組みを引き続き実施

するとともに、使用形態の効率化等により、７台を削減する。なお、

所管の独立行政法人に対しても同様の効率化を進めるよう要請する。 
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○ ＨＰの作成・管理業務の外部委託を今後も継続的に実施していく。 

○ 電話交換業務については、引き続き外部委託を実施。 

○ 今後も継続的に、統計局の所管する指定統計調査の実施は地方公共

団体へ、集計は独立行政法人統計センターへ外部委託を実施してい

く。 

○ 引き続き、文書・発送等業務の外部委託を実施。 

○ 公務員宿舎の管理業務については、これまでの取組を着実に実施。 

○ （社）日本戦災遺族会に対しては、これまでの取組に加え、一般戦

災総合データベースのシステム整備及び運用のアウトソーシングを

実施。（一般戦災総合データベースについて、平成１６年度：デー

タ整備、１７年度：システム設計、機器設置、１８年度：機器の運

用、保守） 

○ 全国の全ての公益法人（約２万６千）及び公益信託（約６００）に

ついて毎年実施している概況調査の結果集計については、今後も同

様のアウトソーシングを実施。（調査回答を回収次第実施。） 

○ 全国の全ての公益法人（約２万６千）について、①最新年度の基礎

的な情報（法人名、住所、電話番号、設立年月日、代表者職名及び

氏名、設立目的、所管官庁、ＵＲＬ等）を蓄積し、これに検索機能

を設け、ホームページ上で一般に公開すること、②公開後は定期的

にメインテナンスを行い、一般からの質問・照会へ対応することに

ついては、今後も同様のアウトソーシングを実施。（ＨＰへの掲載

情報が確定次第実施。） 

○ 全国の全ての公益法人（約２万６千）について、①基礎的な情報（法

人名、住所、電話番号、設立年月日、代表者職名及び氏名、設立目

的、所管官庁、ＵＲＬ等）、②事業及び財務の状況、③指導監督に

関する事項についての情報を複数年度分蓄積し、これに検索機能を

設け、職員が業務上活用できるようなシステムの開発については、

今後も同様のアウトソーシングを実施。 

○ 公益法人に関する各種テーマ（法人類型、事業運営、財務運営、会

計基準、内部自治など）についての調査については、今後も同様の

アウトソーシングを実施。（必要に応じて調査テーマを設定し実施。） 

○ 「地方公務員制度実態調査」「ストライキ実施状況調査」等の各種

調査票作成については、今後も同様のアウトソーシングを実施。 
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６．ＩＰ電話の導入 

（これまでの取組） 

○ ＩＰ電話のメリット・デメリット等についての資料収集。 

○ 専門的知識を有する者からのヒアリングを実施。 

○ 現行電話料金とＩＰ電話導入時の電話料金の比較分析。 

 

（今後の取組計画） 

○ これまでの検討により、現時点ではＩＰ電話を導入した場合より現

行電話料金のほうが廉価であることが判明しているが、近い将来、

技術的問題の解決、ＩＰ電話の普及などの環境の改善、法人向け割

引制度の確立等によるコスト削減が図られることが想定されるため、

総務省の実態に合ったＩＰ電話を選定する等、導入に向けて引き続

き検討する。（これまでの検討結果を踏まえた上で、引き続き専門

的知識を有する者及び電気通信事業者からの情報収集を実施するな

ど、平成１６年１２月までに費用対効果や技術面での導入に向けた

検討を行う。） 

 

７．統計調査の合理化 

（これまでの取組） 

（１）時代の変化を反映した統計調査内容の抜本的見直し 

○ 「簡易保険に関する実情調査」については、国民の負担軽減のため、

統計調査の標本数の縮減、及び、調査内容の簡素化を実施。 

○ ｢ライフサイエンス研究調査｣及び｢エネルギー研究調査｣を廃止(平

成１１年)。 

（２）ＩＴの活用 

○ 「地方公務員給与実態調査」、「地方公共団体定員管理調査」につ

いては、平成１５年度調査から、電子調査表(EXCEL)の開発により、

電子調査表に入力された調査データをそのまま電子メールでやり取

りし、都道府県並びに総務省の担当者の取りまとめや修正作業等に

ついても省力化が図れ、同時に迅速な対応も可能とした。また、集

計作業等についてもデータがパソコン上で加工できるため汎用機を

使用しなくても済むようにした。 
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○ 「情報通信統計データベース」の運用を、平成１４年度から開始し

（平成１３年度は試験運用）、各種統計データ、情報通信白書等を

掲載し、インターネットを通じて広く情報を公開するとともに、調

査票受付システムを開発し、報告者負担の軽減及びデータ入力作業

の合理化等を図ってきた。 

○ 「小売物価統計調査」への携帯情報機器を用いた調査手法の導入(平

成１５年)。 

○ 「科学技術研究調査」において、調査客体の判断により、郵送とイ

ンターネットによる回答を選択できる手法を導入(平成１５年)。 

○ 消防統計の集計処理業務、救急業務の統計処理や防火対象物の統計

処理のオンライン化による統計データ処理の効率化。 

（３）アウトソーシング 

○ 現在、統計局の所管する指定統計調査の実施は地方公共団体へ、集

計は独立行政法人統計センターへ外部委託。 

（４）その他 

○ 毎年調査の「職員団体等に関する調査」を平成１４年度からは隔年

で実施。 

○ 産業連関表作成のための基礎資料を得るため、「サービス産業・非

営利団体等投入調査（平成１２年度～１３年度実施）」及び「本社

等の活動実態調査（平成１３年度実施）」（いずれも承認統計調査）

を５年周期で実施しており、前回調査において、調査客体数の縮減、

調査事項の簡素化等調査客体の負担軽減に取り組んできている。 

○ ｢労働力調査特別調査｣を｢労働力調査｣に統合(平成１４年)。 

○ ｢貯蓄動向調査｣及び｢単身世帯収支調査｣を｢家計調査｣に統合(平成

１４年)。 

○ ｢個人企業経済調査｣に｢個人企業営業状況調査｣を統合し、個人企業

の動向を把握する調査と個人企業の構造を把握する調査に組替え、

５種類あった調査票を２種類に再編(平成１４年)。 

 

（今後の取組計画） 

（１）時代の変化を反映した統計調査内容の抜本的見直し 

○ 「簡易保険に関する実情調査」については、調査の廃止を含め、見

直す方向。（次回調査時までに調査の廃止を含め検討。） 
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○ 「災害被害者に対する地方税の減免措置の実施状況調査」について、

その必要性を再考し、実施頻度の見直し等を行うことにより、業務

の減量化及び経費の削減を図る。（平成１６年度中に見直し等の検

討を行い、業務の減量化及び経費の削減を図る。） 

（２）ＩＴの活用 

○ 「地方公務員給与実態調査」、「地方公共団体定員管理調査」につ

いては、紙による調査票の配布を順次縮小し、集計作業等について

もより一層紙の出力を減らす等省力化に努めると共に、各地方公共

団体調査担当者の作業負担軽減のため分かりやすいシステムに改善。 

○ 「情報通信統計データベース」の調査票受付システムについて、一

層のセキュリティ強化に努めるとともに、データ入力作業及び集計

業務等の利便性の向上を図る。（平成１６年度に、管理用サーバと

事業者（報告者）用サーバの分離、集計業務のためのシステム改修

等を実施。） 

○ 消防統計については、引き続き統計調査の合理化、効率化に努める。 

○ 「住民基本台帳人口移動報告」については、従来、市町村が作成し

た報告表により統計を作成していたが、市町村の調査事務の効率化

を図るため、住民基本台帳ネットワークシステムから必要なデータ

を抽出するシステム開発を行う予定。（平成１６年度中にシステム

開発し、１７年度の調査から実用化する予定。） 

（３）アウトソーシング 

○ 今後も継続的に、統計局の所管する指定統計調査の実施は地方公共

団体へ、集計は独立行政法人統計センターへ外部委託を実施してい

く。 

（４）その他 

○ 「職員団体等に関する調査」については、今後も必要性に応じて見

直しを行う。 

○ 平成１７年（２００５年）産業連関表作成のための調査については、

引き続き調査客体数の縮減、調査事項の簡素化等の見直しを行い調

査客体の負担軽減を図るほか、一部の調査対象業種について企業・

事業所ヒアリング等統計調査以外の手法による調査の可能性を検討。

（平成１７年度及び１８年度に実施予定。） 

○ 事業所や企業を対象とする「事業所・企業統計調査」(総務省所管)、
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「サービス業基本調査」(総務省所管)、「商業統計調査」(経済産業

省所管)について、報告者負担の軽減及び調査事務の効率を図る観点

から、同時一元的に実施する予定。（平成１６年６月１日に３調査

同時実施済。） 

 

８．国民との定期的な連絡に関する効率化 

（これまでの取組） 

○ 恩給受給者に対する恩給受給権調査については、従来、受給者の誕

生月に受給権調査申立書を送付し、受給者から返送する方法により

実施していたが、住民基本台帳ネットワークの活用により、平成１

５年度からは市区町村長の証明印を廃止し、さらに、１６年度より、

毎年実施から隔年実施に変更し、事務の効率化を図った。 

 

（今後の取組計画） 

○ これまでの取組を着実に実施。 

 

９．出張旅費の効率化 

（これまでの取組） 

○ 旅行目的に支障のない限り、通し切符、往復割引切符のような経済

的な切符を利用し、旅費使用の効率化を図るよう周知・徹底してい

るところ。 

 

（今後の取組計画） 

○ 引き続き経済的な切符の利用により、旅費使用の効率化を図るよう

周知・徹底する。特に外国出張の際には、割引制度の適用が無い、

日程が直前まで定まらない等の特段の事情がない限り、割引航空運

賃の利用を原則とするなど、航空機を利用する出張については、割

引航空料金の最大限の利用を図る。また、支払い事務についても平

成１６年６月に策定予定の「内部管理業務の業務・システム最適化

計画」に沿って更なる効率化を推進。（旅費の支払い事務について

は、「内部管理業務の業務・システム最適化計画」の策定（平成１

６年６月末目途）を受けて効率化を検討予定。） 
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１０．交際費等の効率化 

（これまでの取組） 

○ 交際費については、これまでも、適正な支出によって経費の効率的

利用に取り組んできたところ。 

 

（今後の取組計画） 

○ 引き続き、部外者に対し、儀礼的、社交的な意味で支出するという

交際費の趣旨及び職務関連性を厳しく確認の上、適正な使用を行う。 

○ 職員に対する福利厚生について、共済組合と連携し、民間との均衡

を考慮しつつ、引き続き適切な水準とするよう努める。（平成１６

年度以降。） 

 

１１．その他 

（これまでの取組） 

○ 公用車が使用できない場合の近郊の用務先への交通手段において、

パスネットの購入により極力電車を利用することとし、経費の削減

に努めた。 

○ 一部部局において、課長決裁のうち定型的・定例的なものは、決裁

階層を３段階とし、電子決裁を原則とした。 

○ 一部部局において、人事・給与等業務・システム最適化計画に基づ

く職員への通知の原則電子化の趣旨を踏まえ、試験的に１年間、局

長からの辞令交付式を廃止。 

○ 各府省から提出を受けている機構・定員関係要求書及び関連資料等

については、紙媒体で受け取っていたところ。 

○ 一部部局において、省内電子掲示板に設定した「電子会議室」を活

用し、本省と地方局等との適時の情報交換、共有を行った。 

○ 業務のペーパーレス化については、電子メール、スキャナなどの電

子データを利用することで、取り組んできたところ。 

○ 省内の各種情報提供、照会及び協議については、省内ＬＡＮを活用

してきたところ。 

○ 地域住民、消防職員・消防団員、地方公務員を対象にインターネッ

ト上で防災・危機管理に関する学びの場を提供。 
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（今後の取組計画） 

○ 公用車が使用できない場合の近郊の用務先への交通手段については、

これまでの取組を着実に実施。 

○ 電子決裁を原則とした部局においては、先行的に、課長決裁のうち

定型的・定例的なものについて、電子決裁率９０％を目標として取

り組む。（平成１６年度中に実施。） 

○ 局長からの辞令交付式の廃止については、今後、状況をみながら検

討。 

○ 各府省から提出を受けている機構・定員関係要求書及び関連資料等

については、「原則として電子媒体による提出」とすることにより、

各府省における印刷経費の節減、職員によるコピー等の作業負担の

軽減を図る。（平成１７年度要求において、要求書の電子媒体によ

る提出を試行的に実施し、各府省及び当局の事務負担やコストの削

減状況を見た上で、次年度以降の方策を検討。） 

○ 省内電子掲示板に設定した「電子会議室」の活用については、これ

までの取組を着実に実施し、旅費等会議関係費、電話料等の節減を

図る。 

○ 今後も業務のペーパーレス化に取り組むとともに、必要な内部資料

等のコピーについては、特段の支障のない限り、両面コピーの実施

を励行することにより、コピー用紙の使用量の節減を図る。 

○ 省内の各種情報提供、照会及び協議については、引き続き省内ＬＡ

Ｎを活用して行うとともに、可能な限り文書及び図表とも電子デー

タを用いて、当該文書及び図表内の文言の検索や修正を可能にし、

ペーパーレス化と併せて業務の効率化を図る。 

○ 防災・危機管理に関するインターネット上の情報提供については、

利便性の向上とカリキュラムの拡充を図る。 

 


